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基本⽅向１の（１）「ＡＯＩプロジェクトの推進」 関係 

ＡＯＩプロジェクトの推進 
１ 要旨 

ＡＯＩ－ＰＡＲＣを拠点に、農業の⾶躍的な⽣産性向上と農
業を軸とした関連産業の振興を図る。 
産学官⾦連携               促進     ⽣
産者や農業団体と連携し、先端農業技術等の開発成果の農
業現場への社会実装と新たな産地形成に取り組む。 

 
２ 農業団体との連携体制の構築 

ＡＯＩ－ＰＡＲＣ周辺６ＪＡ(伊⾖の国、三島函南、南駿、御殿場、
富⼠市、富⼠宮)と 連携 協⼒ 関  協定 締結   
・プロジェクト開発成果の⽣産現場への展開・ＩＣＴ⼈材等の育成他 

 
3 開発成果の早期の事業化と、⽣産現場への普及・展開の促進 
（１）実証フィールドの形成と、産地形成につながるモデル実証の実施 
  ○「ソフトケールＧＡＢＡ」、「トマト⽤ポット栽培システム」モデル実証ＪＡ三島函南 （Ｒ２年10⽉ ） 
  ○「   収量増加技術    実証 ＪＡなんすん、ＪＡ伊⾖の国、ＪＡ富⼠宮 （Ｒ２年 11⽉ ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）先端農業技術を農業現場等で活⽤できる⼈材の育成 
  ○   活⽤型農業    駆動型研究 ⾼度複合環境制御 ３講座（Ｒ元 ） 

表 プロジェクトの概要 

①知の集積 イノベーションの源泉となる学術研究機関が、ＡＯＩ－ＰＡＲＣに集積 
・慶應義塾⼤学ＳＦＣ研究所  理化学研究所  農林技術研究所 

②産学官⾦ 
連携 「ＡＯＩフォーラム」を構築しビジネスマッチングを⽀援 11 ⽉末時点で 233 会員 

③オープンイノベ
ーションの取組 複数の主体が協働し、事業化に向けた研究開発を実施 11 ⽉末   累計 43 件 

④事業化 
成果 

10 件の商品化・サービス化を達成（11 ⽉末   累計） 
○ソフトケールＧＡＢＡ（機能性表⽰⾷品） 
○   ⽤   栽培    （重量      ⾃動給液装置）   

「ソフトケールＧＡＢＡ」栽培の現地実証 「トマト⽤ポット栽培システム」の現地実証 

AOI-PARC (沼津市) 

連携協定 締結（Ｒ２年１⽉） 

資料１－４ 経済産業ビジョン（農業・農村編）主な取組 
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基本⽅向２の（１）「多彩な農芸品の⽣産拡⼤」 関係 

ＣｈａＯＩプロジェクトの推進 

１ 要旨 
官⺠ 総⼒ 結集  本県茶業 再⽣     ⽣産者 茶商  
飲料  カー、⾷品企業、⼤学・研究機関などで構成するプラットフォ
ーム「ＣｈａＯＩ       設置  静岡茶 新  価値 創造
と需要の創出を推進する「ＣｈａＯＩプロジェクト」を実施する。 

 
２               本県茶業 再⽣ 

       戦略 基  出⼝戦略 策定。フォーラム会員相互の 
      新  取組 後押   世界市場 ⾒据  茶 販路 
拡⼤。 

 
３ ＣｈａＯＩ        静岡茶 新  価値 創造 

新商品開発 販路拡⼤ 需要 応  ⽣産構造 転換    
静岡茶 新  価値 創造 需要 創出 推進  事業  
公募し、審査の結果、32 件を採択。 

 
４ 産地          需要開拓 取組（静岡市内） 

中⼭間地 傾斜地 多  機械化   低        原料茶⽣
産への転換が困難。 
そこで、⼆番茶でも付加価値 ⾼  既存 製茶機械を有効活⽤し
て製造できる、「和紅茶」に着⽬。 
⼤型茶⼯場 、紅茶販売⼤⼿ 実需者 連携  出⼝ ⾒据  
和紅茶⽣産 販売体系 構築 ⽬指   

 
５ 茶業研究    （ＣｈａＯＩ－ＰＡＲＣ） 機能強化 

これまで蓄積した研究成果と豊富な遺伝資源に、スマート農業技術や遺伝⼦解析技術などの先端技
術を組み合わせた研究を展開。 
オープンラボ、オープンファクトリー、オープンスペースを備え、ＣｈａＯＩフォーラム会員の取組をサポート。 

ChaOI-PARC イメージ 茶業研究    (菊川市) 

海外  静岡茶 販路拡⼤ (項⽬ 2) 

和紅茶 試飲会(項⽬４）

⾷ 仕事⼈ 連携  静岡茶  
需要拡⼤の取組 (項⽬ 3) 
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基本⽅向２の（２）「次代を担う農業経営体の育成」 関係 

 次代の農業経営を担う⼈材育成の強化と、多様な⼈材の活⽤ 

１ 静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学 開学 
農林業 経営 ⽣産           養成    
県⽴農林環境専⾨職⼤学（愛称         ）  
全国初 農林業分野 専⾨職⼤学    令和２年
４⽉に磐⽥市に開学。 

⼤学 概要（４年制⼤学 短期⼤学 併設） 

名   称 
静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学 

（４年制） 
静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学 
短期⼤学部（２年制） 

養成⼈材 農林業経営           農林業⽣産           
学部学科
の構成 

⽣産環境経営学部 ⽣産環境経営学科 
(⼊学定員 24 ⼈/収容定員 96 ⼈） 

⽣産科学科 
(⼊学定員 100 ⼈/収容定員 200 ⼈) 

⼊学者数 27名 (  ⼥性7名、県外12名) 77 名 (  ⼥性 30 名、県外 7 名) 

 
 
 
 
 
２ 農業の新たな担い⼿の確保と育成 

意欲  農業従事者 確保     就農 希望  若者等 対象   相談 体験 研修 実施 
第三者継承 仕組 構築      ⼥性 活躍 外国⼈実習⽣ 活⽤ ⽀援    
 
 
 
 
 
 
 
① 独⽴⾃営就農 関⼼   ⾸都圏等在住者 対象  Ｗeb による個別相談会を実施。 

静岡県の就農⽀援策や、就農された⽅々の状況を紹介。 
② ⾃ 農業 志 ⻘年等 対象  先進農家等 1 年間 技術や経営     学  独⽴就

農 ⽬指 研修 実施 令和２年度  18 名が研修を開始予定。  
③ ⼥性農業者相互の情報交換や勉強会を実施 令和２年度  農家⺠宿   地域     

経営参画    経理 労務などをテーマに、地域単位での研修会等を実施。 
 

県の就農⽀援策の主な内容 
相談 現地⾒学会 無料職業紹介 就農相談等 ① 
体験 農業法⼈等で短期の農業体験を実施 
研修 技術や経営ノウハウを習得（1 年間）② 

マッチング 継承希望者と就農希望者とのマッチング等  
⼥性 ⼥性 就労環境の向上⽀援 ⼥性       活動 ③ 

外国⼈ 農業者等  制度 周知 相談対応等 

第１回⼊学式（R2 年４⽉７⽇） 

キャンパスイメージ(新校舎完成後)と校章デザイン 

圃場実習の様⼦ 

① Web による就農相談 

② 経営者のもとでの実践研修 ③ ⼥性農業者の活動  
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基本⽅向２の（３） 農業 競争⼒強化 持続性 確保  基盤整備 関係 

⾼収益・低コスト化を可能とする農地基盤整備の推進 
１ 要旨 

農業 競争⼒ 強化     市町や農業団体等と連携し、農業の⾼収益・低コスト化に向
けた品⽬別基盤整備プロジェクトや ICT ⽔管理     導⼊に取り組む。 

 
2 産地の特性に応じた品⽬別基盤整備プロジェクトの推進 

○ 品⽬・産地別に、県・市町・JA 農地中間管理機構等
によるプロジェクトチームを設置 

○ 地形 営農状況 地理情報    （GIS）上で整
理 た上で事業効果が⾼い区域を選定し、重点的に農
業⽣産基盤整備の事業化を推進 

 
 
  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
3 スマート農業の実証・実装の推進 

○ 農業経営体の所得向上に向け、農業現場へＩＣＴ等の先端技術導⼊を促進 
 

 茶産地構造改⾰基盤整備       による需要に応じた茶⽣産構造の転換  

R2まで事業化84.0ha（R5 まで328ha）

「⾼収益作物等⽣産拡⼤基盤整備プロジェクト」による⽔⽥汎⽤化と露地野菜 ⽣産拡⼤ 

⼤規模・集約化(平地) ⾼付加価値化(中⼭間地)

降⾬による湛⽔発⽣ レタス等の栽培

排⽔改良 

R2 まで事業化 414.6ha（R5 まで 860ha）

 ＩＣＴを活⽤した⽔⽥⽔管理    の導⼊促進による⽔管理 省⼒化 

R2 まで実証 75ha（R6 まで実装 300ha）

GIS による農地情報の可視化

主要地域：志太榛原・中遠地域（11 市町、12,394ha）
主要⼯種：暗渠排⽔整備 区画整理 

主要地域：主要 茶産地（15 市町、16,377ha）
主要⼯種：区画整理 園内道路整備 

○ 県、国研究機関、ICT 企業等の
コンソーシアムによる実証研究（H29~R1）

・ ⽔管理作業時間 約７割削減 
・ 機器(給⽔栓、センサー)コストを 
約５割削減 
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基本⽅向２の（４）             戦略  推進 
基本⽅向３の（１） ⾷   茶   花  都   関係 

新たな広域経済圏の形成 
 

１ 要旨  

新型コロナウイルス感染症の拡⼤により、東京⼀極集中の是正やデジタル化の対応等の 
課題が顕在化したことを踏まえ、ウィズコロナ、アフターコロナ時代の地域主導型の経済政策と
して「フジノミクス」を展開していく。 

ヘルスとウェルスの⼀体的推進を図り、地域の資源や強みを、ＡＩやＩｏＴなどで従来の 
ビジネスモデルを変⾰するＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）と掛け合わせることで、 
世界で、ここにしかない新たな地域経済圏の形成を⽬指していく。 

デマンドサイドから、財とサービスの消費を喚起し、サプライサイドから、 「命を守る産業」への 
シフトを図っていく。 

  

 

 

○バイ・シズオカ 

○バイ・ふじのくに 

 （     経済交流圏） 

○バイ・⼭
や ま

の洲
く に

 

 （中央⽇本４県   経済交流圏） 

⇒   東京時代 ⾒据  分散
  型国⼟の形成 

○本県  場 ⼒ （医療健康産業 集積） 
を活かした「命を守る産業」の基盤強化 

○⾸都圏スタートアップ企業との協業による 
デジタル化の促進、ＩＣＴ関連企業の誘致 

○企業のＩｏＴ実装やロボット導⼊促進による 
サプライチェーンの強化 

○    技術 活⽤   既存産業 ⾼度化、
⽣産性の向上、産業構造の転換 

【デマンドサイド】 【サプライサイド】 

財とサービスの消費を喚起
①「利他＝⾃利     経済 

②⽣産と消費のメカニズムの転換 

③地域経済循環の拡⼤ 

「命を守る産業」へのシフト 

①リーディング産業の育成 

・ 医薬品 医療機器産業 
・ ライフサイエンス産業 
・ ＩＴ関連産業 
・ 観光産業 
・ 次世代⾃動⾞産業 

＜ウィズコロナ、アフターコロナ時代の地域主導型経済政策＞ 

Ｈｅａｌｔｈ（健康）とＷｅａｌｔｈ（富）の⼀体的な推進
本県の地域資源・強み×ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

世界でここにしかない、新しい経済圏を形成する 

②既存産業の⼤変⾰ 
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２ 概要 

 新型        影響   ⼤  落 込  経済 早期 再⽣     財       
消費喚起策として、「バイ・シズオカ」、「バイ・ふじのくに」の取組を推進している。 

 今後 ⼭梨 ⻑野 新潟４県  連携       ⼭
やま

の洲
くに

」の取組に発展させて、新たな 
広域経済圏    農林⽔産品 域内完結型          構築    

                ⾒据  ＥＣ    活⽤     商談会 開催      
 技術 活⽤  販路拡⼤ 重点的 取 組   

 
３ 令和２年度 実績 

 
４ 今後の取組 

 

区 分 主な取組 成果等 
○ＥＣ等による販売促進 
・ＪＡ静岡経済連「⼿しお屋」緊急販売(5/8 6/30) 
・３サイト（楽天、47CLUB、うまいもんドットコム）販売(7/15 ) 

 
売上3,410万円 
売上1億1,286万円(11/29) 

バイ・ 
シズオカ 

○スーパーとの連携（県内スーパー地産地消フェア）  
○量販店  販路拡⼤（   静岡   ）8⽉ 売上3,200万円 
○静岡物産展の開催(⼭梨県庁前庭) 9⽉ 売上350万円 
○県産品詰 合  宅配(ふじのくに愛情パック) 販売中 
○メロン即売会(岡島百貨店) 7⽉ 380個 120万円 
○⼭梨県学校給⾷事業 受⼊協⼒ 市町等へ情報提供 
○「バイ・ふじのくに」おせちの販売 12⽉ 販売中 

静
岡
県 

○観光 ⽂化施設利⽤特典（駿河湾フェリー半額等）  
○量販店  販路拡⼤（   ⼭梨   ）6⽉、11⽉ 静岡県内3店舗(6⽉)
○⼭梨物産展 開催(⻘葉公園) 10⽉ 売上380万円 
○県産品詰 合  宅配(ふじのくに愛情パック) 販売中 
○即売会(さくらんぼ6⽉、もも7⽉、ぶどう9⽉)伊勢丹 完売 
○静岡県内⼩中学校給⾷へのぶどう提供 ⻄伊⾖町 ⼩⼭町 
○「バイ・ふじのくに」おせちの販売 12⽉ 販売中 

バイ・ 
ふじのくに 

⼭
梨
県 

○観光 ⽂化施設利⽤特典（    狩特典等）  

区 分 主な取組 時 期 
バイ・ふじのくに ○量販店  販路拡⼤（   静岡   ） 1⽉21⽇ 24⽇ 

○４県バイヤーを対象としたデジタル商談会の開催 ２⽉に開催予定 
バイ・⼭の洲 

○「しずおか ⼿しお屋」でのセット商品開発 12⽉に販売開始予定
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基本⽅向３の（２） 美  活⼒   農⼭村 創造 関係 

「ふじのくに美しく品格のある⾢
むら

づくり」の推進 
１ 要旨 

農地や景観、地域に伝わる伝統⽂化等 地域資源 保全 活⽤  活動 ⾏ 集落  美  
品格のある⾢(むら)」として登録し、「環境」「社会」「経済」がバランスよく調和された『持続可能な農
⼭村づくり』に向けて総合的⽀援に取り組む。 

 
２ 令和２年度重点取組 
（１）地域・福祉連携型農村協働推進事業 

農村地域と福祉事業所等の協働による地域活動の取組を⽀援し、障害のある⼈の社会
参画を通じて、農村地域の⼈材確保と新たなコミュニティによる地域活性化を⽬指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）地域・企業等連携型農村再⽣デザイン事業 
農村地域と農村に関⼼のある企業や団体等が連携し、地域資源を活⽤して地域の活性

化に取り組む新たなプロジェクトを公募し、４地区で事業を実施中。 
 

事業名 事業内容 
沼津 内浦⻄浦版             
プロジェクト(沼津市) 

地域の⼩中学⽣が地域情報誌の制作を通じて
地域 魅⼒ 発⾒ 発信しコミュニティを活性化 

⼤淵笹場 茶 間             
(富⼠市) 

⼿作 茶 間    製作 設置      等
で地域活性化 

くのわき縁結びプロジェクト(川根本町) 戦略的 地域資源         情報発信 
地域経済を活性化 

千框（せんがまち） 
おもてなし商品づくりプロジェクト(菊川市) 

棚⽥⽶活⽤新レシピ開発や情報発信で棚⽥保
全活動を持続的に活性化 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

茅野（伊⾖市） 
ライ⻨播種協働作業 

⽉ケ瀬（伊⾖市）
梅の⽊管理協働作業 

⼩坂（静岡市）
農道管理協働作業 

⼤淵笹場「茶の間」でつながろう
プロジェクト(富⼠市) R2.11 設置

沼津 内浦⻄浦版・こどもローカルマガジン
プロジェクト(沼津市)
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新型コロナウイルス感染症による県内農業への影響（11 ⽉末時点） 

１ 要旨 
新型コロナウイルス感染症の拡⼤による外出⾃粛やイベント中⽌等の影響を受け、県内の農

産物      単価 下落 出荷調整   影響 ⽣      
県   農林⽔産業者 経営継続 ⽀援     農林⽔産業災害対策資⾦ 発動 通

販サイトを活⽤した緊急的な販売促進等に取り組んでいる。 
 
２ 農産物の販売状況 

・温室    単価 ２ ４⽉    ⼤幅 下落    ７⽉以降 前年 上回      
     単価 引 続 前年 下回      
・バラ、ガーベラの単価は、出荷量 増    11⽉中旬以降下落 転 、再 前年割       
・⽜⾁の単価は、10 ⽉後半以降 前年並  回復      

 
＜主な品⽬の単価の推移＞ 

単価（下段 前年⽐） 
 品⽬名 

３⽉ ４⽉ ９⽉ 10 ⽉ 11 ⽉ 

温室メロン 
9,284 円/箱 
（68%） 

7,409 円/箱 
（70%） 

8,151 円/箱 
(98%) 

9,431 円/箱 
(108%) 

10,850 円/箱 
(111%) 

野
菜 

わさび 
4,318 円/kg 
（79%） 

2,743 円/kg 
（44%） 

5,158 円/kg 
(79%) 

5,371 円/kg 
(75%) 

5,596 円/kg 
(82%) 

バラ 
3,863 円/cs 
（78%） 

2,396 円/cs 
（85%） 

2,714 円/cs 
(86%) 

3,289 円/cs 
(109%) 

3,428 円/cs 
(89%) 花

き 

ガーベラ 
3,145 円/cs 
（77%） 

1,914 円/cs 
（94%） 

2,579 円/cs 
(94%) 

3,741 円/cs 
(131%) 

3,173 円/cs 
(94%) 

和⽜ 
（雌・A4） 

1,941 円/kg 
（77%） 

1,740 円/kg 
（70%） 

2,133 円/kg 
(86%) 

2,358 円/kg 
(96%) 

2,551 円/kg 
(102%) 畜

産 

豚⾁ 
482 円/kg 
（101%） 

611 円/kg 
（114%） 

621 円/kg 
(112%) 

536 円/kg 
(107%) 

530 円/kg 
(116%) 

出典）ＪＡ静岡経済連の販売実績（出荷⽇別帳票データ）、静岡県温室農業協同組合販売実績 
東京中央卸売市場⾷⾁市場の取扱い全体の平均単価（静岡県外産を含む） 
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（参考）主な品⽬の単価の推移 

 

 

出典）JA 静岡経済連品⽬別販売実績（出荷⽇別帳票データ）、静岡県温室農業協同組合販売実績
     ⽇本⾷⾁市場卸売協会（東京都中央卸売市場⾷⾁市場実績） 
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